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・・・本設店舗開設の日まで 一歩一歩ともに！・・・

宮古市田老地区：高台移転先の工事状況と田老地区の仮設店舗

陸前高田市：地盤嵩上げの工事状況と市内の仮設店舗
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はじめに

東日本大震災から 年経過し、岩手県沿岸部被災地では、復興に向け防潮堤建設や

地盤嵩上げ工事が急ピッチで進められている。

復興まちづくり事業の基礎となる土地区画整理事業も次々に着工しているが、完成

は、早い事業で平成 年度だが、平成 年度完成予定の事業計画もある。

岩手県生活衛生営業指導センターでは、被災地域において、生衛業者の経営課題等

を明らかにするため、沿岸地区生活衛生同業組合員 名を対象とした調査を行った。

この調査結果によれば、平成 年 月末現在において、仮設店舗での営業が

店、その他の場所で再開が 店、休業中（営業再開意思あり）が 店で、計

店が未だに本設できない状況にあることがわかった。

また、復興まちづくり事業の遅れから、どの地域でいつ本設店舗を再開できるか見

通しが立たないという声や、仮設店舗と仮設住宅の場所が離れているため、お客様の

交通手段がなく常連客が遠のいたこと、仮設店舗面積が狭いため収容席数が少なく、

経営環境が厳しいなどの声が聞かれた。

このような状況の中で、当指導センターでは、被災地生衛業者等に対し、専門的か

つ的確な経営改善を行うことにより経営体質の強化を図り、早期の本設再開を目的と

した特別相談窓口を設け、新たな取り組みとして、専門家派遣による経営改善指導を

回実施するとともに、沿岸被災地等での経営相談会を 回、被災地生衛業者支援

策説明会を 回開催した。

さらには、各地区の生活衛生同業組合連絡協議会の研修会開催に積極的に取り組み、

特に沿岸部では、衛生管理セミナー等の講習や融資情報に加え、被災地経営課題の情

報提供等を行った。

大震災から４年経ちましたが、復興まちづくり事業等の遅れから、あと数年は仮設

店舗での営業を余儀なくされ、いつ、どの地域で本設店舗での営業が再開できるのか

の見通しが立てられない生衛業者が数多くおられます。

被災地の復興には、生衛業者の復興が欠かせないことから、引き続き、本設店舗再

開の日まで、きめ細かな支援の取組みが必要であると強く感じています。

おわりに、皆様からのご支援に感謝を申し上げ、平成 年度の当指導センターの

震災復興支援事業実施結果をご報告します。

平成 年 月

公益財団法人 岩手県生活衛生営業指導センター

理事長 小暮 信人
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岩手県沿岸部 東日本大震災から 年 被災地の今

市町村の復興計画では、完成が平成 年（ 年）から平成 年（ 年）

市街地等での工事が急ピッチで進められている。左から宮古市田老地区、山田町、釜石市

左から大船渡市・陸前高田市 撮影時期は、 年 月～ 年 月

まだ多くの被災営業者が仮設店舗等での営業を継続

宮古市田老地区 大船渡市 陸前高田市

被災営業者の声

○ 復興計画の遅れによる本設時期の遅延、建設費の高騰等、本設を希望する事業者に大き

な障害。

○ 市街地での災害復興住宅の建設が遅れており、仮設入居者が山手などに離れていること

から、飲食後の運転代行の確保等による顧客の経費増により、来店頻度が減少し売上が

伸びない。

○ 仮設店舗では、営業時間の制限、スペースが狭く売上が伸びない。

○ 仮設店舗営業の長期化で、本設店舗出店前に経営が行き詰まってしまう。

－ 3－
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平成 年度東日本大震災復興支援事業実施報告書

Ⅰ 趣旨・目的

平成 年 月 日に発生した東日本大震災の被災状況は、岩手全体で死者・行方不明

者 名 関連死含み 、建物倒壊数 棟である 平成 年 月 日現在 。

また、岩手県生活衛生同業組合員の被災状況は、死者・行方不明者 人、建物（店舗）

倒壊数 棟で、全組合員の約 割が被災した 平成 年 月末現在調査 。

大震災から 年が経過し、被災地では、ようやく復興に向けた土地の嵩上げ工事などイ

ンフラ整備が動きはじめているが、未だ市街地が形成されておらず被災営業者が仮設店舗

を出て、本設店舗を建設するまでには相当の期間を要するものと思われる。

また、仮設店舗の建設地が、住宅地から離れているなど地域住民の利便性が悪いことや、

復興が長引いていること等から、被災地を離れる住民も多く、顧客減少など生衛業を取り

巻く環境は、一層厳しさが増している状況にある。

このような状況の中で、岩手県生活衛生営業指導センターは、今年度「被災生衛業者経

営強化特別支援事業」、「被災地での生活衛生同業組合地区連絡協議会開催事業」を行い、

各被災地の実情に応じた被災営業者の復興支援に取り組んだ。

１ 被災生衛業者経営強化特別支援事業

本事業は、東日本大震災から 年が経過し、被災地では内陸部等へ転出する住民も多く、

顧客減少など生衛業を取り巻く環境は、一層厳しさが増している。

このような状況の中で、被災地での仮設店舗者や、営業再開の意思のある休業者等に対

して、専門的かつ的確な経営改善を行うことにより経営体質の強化を図り、早期に本設再

開させることを目的として実施した。

 専門家派遣

派遣日 専門家氏名 派遣先 指導概要 指導の効果

小地沢 俊介

（岩手県産業創造ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）

山田町

（飲食店）

販路開拓支

援

メニュー表示等の差別化

同 上 同 上 同 上 看板メニューの料理を業

務用流通への展開を検討

千葉 英男

（ 代表取締役）

大船渡市

（美容室）

情報発信策

支援

ホームページ作成の方向

性が明確化、 活用

の理解

沢田 修

（中小企業診断士）

大船渡市

（飲食店）

事業後継等

支援

事業継承等、ﾊﾟﾀｰﾝを助言
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沢田 修

（中小企業診断士）

釜石市

（飲食店）

店舗本設の

検討

自宅を改修して店舗とす

る方策を検討

酒井俊巳

（中小企業診断士）

釜石市

（旅館）

経営基盤の

強化策等

経営戦略、資金計画等を助

言

沢田 修

（中小企業診断士）

大船渡市

（飲食店）

移転新築方

針、課題整理

移転新築方針の整理、資

金計画等を助言

 被災地生衛業者支援説明会・経営相談会

月 日 予定時間 場所 内容・参加人員

（月） ： ～ 県理容会館

（盛岡市）

経営相談会

・理容組合役員等 人

同 上 ： ～ 同 上 被災地生衛業者支援策説明会（盛岡）

・ 人参加

（月） ： ～ 山田町

（ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）

経営相談会

・理容山田支部 人、美容山田支部 人

（月） ： ～ 青葉ビル

（釜石市）

経営相談会

・理容組合釜石・大槌支部員 人

（月）

（火）

： ～

～ ：

ﾍﾞｲｼﾃｨﾎﾃﾙ

（釜石市）

被災地生衛業者支援策説明会（釜石）

・ 人参加

（月） ： ～ 陸中ビル 階

（宮古市）

経営相談会

・理容組合宮古支部員 人

（月） ： ～ サン・リア

（大船渡市）

経営相談会

・理容組合大船渡支部員 人

（火） ： ～ 洋野町大野ﾃﾞｻﾞ

ｲﾝｾﾝﾀｰ

経営相談会

・理容組合久慈支部員 人

（月） ： ～ 大船渡商工会議

所

被災地生衛業者支援策説明会（大船渡）

・ 人参加

（月） ： ～ 釜石市

ｼｰｶﾞﾘｱﾏﾘﾝ

経営相談会

・理容組合釜石支部員 人

（月） ： ～ 盛岡市 経営相談会

・理容組合 人

（月） ： ～ 大船渡市 経営相談会

・理容組合大船渡支部員等 人

（月） ： ～ 野田村

えぼし荘

経営相談会

・理容組合久慈支部員等 人

講義時間等

 指導センター（ 分）：復興支援事業、経営強化特別支援事業ほか

－ 5－
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 公庫から （ 分）：日本政策金融公庫の生衛業融資制度について

 個別相談会

被災地の仮設店舗等個別訪問指導  
 25.11.

30 
時点 

26.11.
30 
時点 
 
① 

個別訪問指導

の状況

営業者等への

今後の対応

 
 

継続支援の概要

 
訪 問

件数

②

未訪問

件数 
③（①-
②） 

継 続

支援

支

援

終

了 

支

援

不

要 
仮設店舗で

再開

132 131 47 6  ・6 店は、仮設撤去時廃 
業検討 

・グループ補助金申請等 
支援 125 店 

・日本政策金融公庫融資 
相談 125 店 

別の場所で

再開

110 101 93    

休業中 33 29 27    

計 275 261 167 6   

 
① 個別訪問により把握した被災事業者の課題

宮古市：田老地区は平成 27 年度に本設予定で、1/4 負担の資金確保等について要相談 
（日本政策金融公庫等の融資等対応） 

 
山田町：仮設商店街立地場所の嵩上げ工事が平成 27 年度開始予定。 

一時的に仮設店舗の移転となることによる資金融資相談等 
 
大槌町：概ね平成 29～31 年度の本設展開に向けたグループ補助金や自己資金の相談等 
 
釜石市：概ね平成 28～31 年度の本設展開に向けたグループ補助金や自己資金の相談等 

平成 31 年度以降、はまゆり飲食店街入居事業者の相談対応等 
 
大船渡市：概ね平成 29～31 年度の本設展開に向けたグループ補助金や自己資金の相談等 
 
陸前高田市：概ね平成 29～31 年度の本設展開に向けたグループ補助金や自己資金の相談等 

② 課題解決に向けて必要となる支援

ア 沿岸地域（被災自治体）での支援策説明会や個別相談会等の開催 
イ 255 事業者への個別訪問を行い、本設展開に向けた支援策等、情報提供の強化

－ 6－
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月 日 被災生衛業者支援策説明会（盛岡市）

月 日 被災生衛業者支援策説明会（釜石市）

月 日 はまゆり飲食店街現地視察と仮設店舗の営業者から現状を説明いただきました。

月 日 被災生衛業者支援策説明会（大船渡市）と仮設店舗で営業している飲食業の方々との情報交換会

 

－ 7－
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東日本大震災における被災状況・営業状況調査結果報告書（概要版）

（ ） 調査の目的

平成 年３月 日の東日本大震災の発生から、まもなく 年を迎えますが、この未曾

有の大災害は、被災地域の住民生活及び被災組合員の営業状況に大きな影響を及ぼしてい

る。

この調査は、沿岸地区生活衛生同業組合員の 年 ヵ月を経過しようとする現在の営業

状況を明らかにし、復旧・復興状況の実態把握を行い、どのような要望、課題等があり、

その声を今後の支援策検討の参考とすることを目的として実施した。

（ ） 調査の概要

① 調査の実施者

公益財団法人岩手県生活衛生営業指導センター（以下「岩手県指導センター」という。）

② 調査の実施時期

この調査は、平成 年 月 日現在で、調査を実施した。

③ 調査の対象

各生活衛生同業組合の沿岸地区支部及び本部所属沿岸地区組合員

④ 調査の方法

この調査は、岩手県指導センターから各生活衛生同業組合を通じ、調査対象に調査票を

配布し、記入する方法により実施した。

⑤ 調査の内容

調査対象である生活衛生同業組合に所属する組合員について、支部ごとに以下の調査項

目について調査した。（調査票：参考資料）

ア 被災組合員の現時点の営業状況について

イ 現在の声・要望・課題等について

⑥ 調査の結果利用上の注意事項

この調査は、生活衛生同業組合の各支部を対象に、生活衛生同業組合が把握している平

成 年 月 日現在の沿岸地区組合員の状況を調査したものである。

したがって、生活衛生同業組合員の被災した全ての組合員を調査対象としたものでは

ないことに注意を要する。

また、この調査は生活衛生同業組合が把握している範囲内での状況を調査したもので

あり、地域の状況及び組合の状況により、把握できないものは「不明」とした。

参考：これまでの調査の経過

第一回調査（平成 年 月）・・・全国指導センターからの委託調査

対象地区：岩手県全域

第二回調査（平成 年 月）・・・岩手県からの委託調査

対象地区：沿岸地域

第三回調査（平成 年 月）・・・岩手県からの委託調査

対象地区：沿岸地域

第四回調査（平成 年 月）・・・復興支援事業（全国指導センターからの委託）

対象地区：沿岸地域

－ 8－



 9 

（ ） 被災組合員の現時点（平成 年 月 日現在）の営業状況

現地で再開

（店舗が元々

あった場所）

２仮設店舗で

再開（中小企

業基盤整備

機構等）

３その他の場

所で再開（別

の場所）

４ 休 業 中

（営業再開

意思あり）
５廃業

６被災後

速やかに

営 業 継

続

７不明

調査対

象組合

員数

すし業

中華料理

社交飲食業

料理業

飲食業

食肉

理容

美容業

興行

旅館ホテル

公衆浴場業

クリーニング

合 計

割 合

0

100

200

300

400

500

1 2 3 4 5 6 7

159 131 101
29 0

446

4

合 計

1
18%

2
15%

3
12%

4
3%

5
0%

6
51%

7
1%

合 計

（ ） 被災組合員及び組合別・地域別の営業状況（平成 年 月 日現在）

① 被災組合員の営業状況

被災組合員の平成 年 月末現在の営業状況は、「現地で再開」が 人（全体の

％）、「仮設店舗で再開」が 人（全体の ％）、「その他の場所で再開」が

人（全体の ％）、「休業中（再開の意思あり）」が 人（全体の ％）、「廃

業」が 人（全体の ％）、「営業継続」が 人（全体の ％）、「不明」が 人（全

体の ％）。未だに ％が本設再開できない厳しい現実となっている。

－ 9－
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② 組合別の営業状況

組合別の営業状況は、『現地での営業再開・仮設店舗・その他の場所で再開・被災後速

やかに営業再開』については、「すし業組合」 ％、「中華料理組合」 ％、「社交飲

食業組合」 ％、「料理業組合」 ％、「飲食業組合」 ％、「食肉組合」 ％、

「理容組合」 ％、「美容業組合」 ％、「興行組合」 ％、「旅館ホテル組合」

％、「公衆浴場業組合」％、「クリーニング組合」 ％で、全体の営業再開は ％

である。しかし、未だに休業中（再開意思あり）が 人（ ％）あり、被災地の厳

しい現実が浮き彫りとなってきている状況が見えてくる。

③ 地域別の営業状況

現地で再

開

２仮設店舗

で再開

３その他の場

所で再開

４休業中（再

開意思あり）
５廃業

６営業継

続
７不明

組合員

数

久慈地区

宮古地区

釜石地区

気仙地区

合 計

○「久慈地区」は、 ％が営業再開も、仮設店舗 人、別の場所 人、休業中 人。

○「宮古地区」は、 ％が営業再開も、仮設店舗 人、別の場所 人、休業中 人。

○「釜石地区」は、 ％が営業再開も、仮設店舗 人、別の場所 人、休業中 人。

○「気仙地区」は、 ％が営業再開も、仮設再開 人、別の場所 人、休業中 人、不明 人。

1
4%

2
0%

3
2%

4
1%

5
0%

6
93%

7
0%

久慈地区

 

1
25%

2
10%

3
11%4

5%
5

0%

6
49%

7
0%

宮古地区

 

1
20%

2
25%3

13%
4

3%

5
0%

6
39%

7
0%

釜石地区

 

1
21%

2
21%3

18%
4

4%

5
0%

6
34%

7
2%

気仙地区
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④ ｢仮設店舗者｣の今後の意向等（複数回答可）

○現在、「仮設店舗」で営業している方の ％が「本設予定」と回答。ただし、「わからな

い」が ％、「仮設店舗撤去時に廃業検討」は、 ％となっている。

⑤ ｢本設予定者｣の展開予定時期等（複数回答可）

 

 

 

わからない ２本設予定
３仮設撤去時

廃業検討
合 計

すし業

中華料理

社交飲食業

料理業

飲食業

食肉

理容

美容業

興行

旅館ホテル

公衆浴場業

クリーニング

合 計

割 合

 

平成 年度 ２平成 年度 ３平成 年度 ４平成 年度 ５平成 年度 ６平成 年度 ７時期未定 合 計

すし業

中華料理

社交飲食業

料理業

飲食業

食肉

理容

美容業

興行

旅館ホテル

公衆浴場業

クリーニング

合 計

割 合
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市町村名 仮設店舗 別の場所での営業 休業中 計

久慈市
美容 旅館

野田村
理容 美容

田野畑村
旅館

岩泉町
美容 、旅館

宮古市
食肉 、理容 、美容 中華 、理容 、美容 、旅館 理容 、美容 旅館 、浴場

山田町 中華 、飲食 、理容

美容

すし 、中華 、飲食 、理容

美容
中華

大槌町
理容 、美容 料理 、理容 、美容

釜石市 中華 、社交 、飲食

食肉 、理容 、美容

中華 、飲食 、食肉 、理容

美容
飲食 、理容

大船渡市 すし 、飲食

美容 、クリ

中華 、料理 、飲食 、食肉

理容 、美容 、旅館

中華 、飲食 、食肉 美容

旅館

陸前高田

市
飲食 、理容 、美容

クリ

飲食 、食肉 、理容

美容 、旅館
美容

計

※今後、本設再開に向けた、きめ細やかな対応が必要となる仮設店舗等分布一覧 

  

1
7%

2
20%

3
14%

4
17%5

6%

6
2%

7
34%

本設予定者の展開予定時期等

 
  

○「本設予定者」のうち、

今後、 年で本設再開が

％。

「時期未定」は ％となっ

ている。
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（ ） 被災生衛業組合員の要望・課題等（抜粋版）

① 経営環境に関するもの

ア 復興計画の遅れによる本設時期の遅延、建設費の高騰等、本設を希望する事

業者に大きな障害。

イ 仮設店舗では、スペースが狭く売上が伸びない。

ウ 市街地での災害復興住宅の建設が遅れており、仮設入居者が山手などに離れ

ていることから、飲食後の運転代行の確保等による顧客の経費増により、来

店頻度が減少し売上が伸びない。

エ 仮設店舗では、営業時間の制限、スペースが狭く売上が伸びない。

オ 仮設店舗営業の長期化で、本設店舗出店前に経営が行き詰まってしまう。

カ 元々借用店舗での営業者は、グループ補助金の対象にならず本設に向け資金

不足で経営が厳しい。

キ 従業員の確保困難、販路先の開拓に苦慮。

② 情報提供等に関するもの

ア 行政に相談に行くと、あっちの課、こっちの課へとタライ廻しにされる。

イ 行政へ相談ができない中で、今後については、どのようにしていいのか考え

が定まらない。

ウ 本設店舗建設の際は、補助金や他市町村の共同店舗等の情報、金融面での有

利な情報が欲しい。

エ 復興支援事業の継続、商工会等との情報格差が出ないよう、タイムリーな情

報提供をお願いする。

オ グループ補助金申請にあたって相手方を探して欲しい。

③ インフラ等に関するもの

ア 町の復興が遅れているので、あと何年かかるのかわからない。復興の遅れに

苛立つ。

イ 旧市街地全体が嵩上げ工事中。完成にはまだまだ長い期間を要す。今後の本

設については、商業地区、居住地区の具体的説明がなく不安。

ウ 中小機構の仮設店舗商店街が、嵩上げ工事のため別の場所に移ることになり、

移転にかかる費用や労力等が負担。

エ 嵩上げ工事～インフラ整備～本設店舗再建まで、まだまだ長い道のり。

④ 人口流出等に関するもの

ア 沿岸部の人口流出は他地域に比べて大きく、顧客減少が著しい。

イ 観光客誘致や生衛業の連携事業に取り組んで欲しい。

ウ 応急仮設住宅及びみなし仮設住宅の生活者は、岩手県内で約 千人いる（平

成 年 月末現在）。

－ 13 －
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○ まとめ

・震災から 年を経過するも、被災生衛業者の経営状況等は、顧客減少等によ

り一部工事関係等を除き一層の厳しさが伺われる。

・被災生衛業者の要望・課題は、「資金」「情報提供」「インフラ」「人口流出」等、

広範囲にわたっている。

・本調査では、本設予定者の約 割が今後 年間に本設したい意向である実態

がわかった。

・したがって、今後 年程度は、仮設店舗者や休業者等の本設再開に向けて、

専門的かつ的確な経営改善を行う等、関係機関との連携による支援体制を充実

し、被災生衛業者の経営再生等、集中した支援が必要である。

－ 14 －
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３ 被災地での生活衛生同業組合連絡協議会開催事業

「被災地での生活衛生同業組合連絡協議会開催事業」では、被災地の各生活衛生同業

組合を統合した形で研修会や相談会を行うことにより、組合員減尐を最小限に留め、被

災地営業者の衛生水準の確保・向上と復興支援策等の説明会・相談会などを行った。

また、地域の復興には被災営業者の復興が不可欠であることから、保健所と連携し、

衛生管理セミナー等を開催するとともに、平成 年度開催の岩手国体を見据えた「おも

てなし」セミナーを併せて開催した。

さらに、昨年度に引き続き岩手県から総合防災訓練での参加要請があり、八幡平市に

おいて、生活衛生同業組合員が連携して仮想避難者への豚汁の提供を行った。

平成 年度生活衛生同業組合連絡協議会活動実績 ・青書は沿岸部での開催

開催日時 開催地区 出席者 会 議 内 容

月 日 宮古 名 指導センターから被災地支援事業、被災地経営課題等報告

月 日 盛岡 名 労務管理、防災講習・融資情報等

月 日 盛岡 名 各地区間の情報交換、防災講習・震災復興事業等

月 日 盛岡 名 八幡平市での県総合防災訓練に参加（応急食料炊き出し訓練）

月 日 二戸 名 衛生水準確保向上、防災講習・融資情報等

月 日 一関 名 協議会立上準備会、衛生水準確保向上と組合の役割等

月 日 岩泉 名 衛生水準確保向上、防災講習、被災地経営課題、融資情報等

月 日 久慈 名 衛生水準確保向上、防災講習、被災地経営課題、融資情報等

月 日 二戸 名 衛生水準確保向上、防災講習、融資情報等

月 日 釜石 名 衛生水準確保向上、防災講習、被災地経営課題、融資情報等

月 日 盛岡 名 衛生水準確保向上、融資情報等

月 日 大船渡 名 衛生管理セミナー、衛生水準確保向上、被災地経営課題

月 日 奥州 名 衛生管理セミナー、衛生水準確保向上

月 日 花巻 名 衛生管理セミナー、衛生水準確保向上

月 日 北上 名 衛生講習、衛生水準確保向上、融資情報等

月 日 宮古 名 衛生講習、衛生水準確保向上、被災地経営課題、融資情報等

月 日 岩手 名 経営管理、衛生水準確保向上、融資情報等

月 日 東磐井 名 衛生講習、衛生水準確保向上、融資情報等

回実施 名 会場当たり 名出席

回実施 うち沿岸部 名 会場当たり 名出席

○ 被災地での生活衛生同業組合連絡協議会開催事業の効果検証

○ 月曜日開催とし、 会場で総数 名、１会場当たり 名の参加が得られた。

○ 平成 年 月から平成 年 月までの新規組合加入者が 名あった。

○ 平成 年度行政との大規模災害時支援協定締結により、平成 年度岩手県の総合防災

訓練の構成員と認められ、平成 年度も引き続き行政機関の経費負担で炊き出し訓練に

参加できた。

○ 災害時支援協定の意義を組合員に説明し、社会貢献活動であることの理解を深めた。

－ 15 －
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○ 地区連絡協議会は、支部員の少ない組合の研修や組合員間の交流にも効果があった。

○ 保健所からの感染症や食中毒等の情報提供と国体開催を見据えた「おもてなし」をテー

マとした衛生管理セミナーの開催は、参加者から好評であった。

○ 生衛業者を地域ごとに取りまとめることにより、指導センター、保健所及び日本政策金

融公庫にとっても効果的な情報提供が可能となった。

○ 写真で見る生活衛生同業組合連絡協議会開催状況

月 日 奥州地区連絡協議会研修会 奥州保健所の講義と「おもてなし」研修、指導センターからの情報提供

月 日 気仙地区連絡協議会研修会 大船渡保健所の講義と「おもてなし」研修、指導センターからの情報提供

－ 16 －
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月 日 花巻地区連絡協議会研修会 中部保健所の講義と「おもてなし」研修、指導センターからの情報提供

岩手県総合防災訓練で達増知事も組合員とともに避難住民に汁物を提供

月 日、岩手県総合防災訓練に機関として参加しました。当日は、盛岡地区の生活衛生同業

組合連絡協議会（会長 坂本弘幸氏）会員 名と県中央会職員 名の計 名が参加し、八幡平市

で、「応急食料炊出し訓練」として、訓練参加の避難住民等に、合計 食の豚汁を提供しました。

訓練会場では、達増知事にも炊出し支援を行っていただきました。

－ 17 －
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Ⅱ 岩手県生活衛生営業指導センターの復興支援事業の概要（平成 ～ 年度）

１ 平成 年度

① 被災地へのお弁当支援

避難所等へ各組合や行政と連携し、 月から 月までの間、 万食のお弁当を提供

② 被災者及び被災組合員支援

各組合協力のもと、被災地の生衛業者が中心となり、県内４会場で「暮らし再建・なり

わい再生プロジェクト」事業（地域住民交流）を実施

③ 仮設店舗入居支援

各組合支援のため、仮設店舗設置情報の提供と入居時の設備機器設置の間接支援を実施。

④ 被災地支援地域活性化

内陸部の飲食系組合が連携して、被災地復興支援イベント『盛岡お月見ハシゴ酒祭り』

を開催。

⑤ 補助金申請支援

各組合を集め、関係補助金申請の説明会を開催し、交付決定後は各組合と協働で『暮ら

し再建・なりわい再生プロジェクト』事業を実施。（ 組合に総額 万円交付）

⑥ 地区連絡協議会開催

日本政策金融公庫、保健所等との連携のもと、被災地区の組合連絡協議会を開催。

２ 平成 年度

① 被災者及び被災組合員支援事業

各組合協力のもと、被災地の生衛業者が中心となり、新たに、子供達への励ましや地域

コミュニテイ再生などをスローガンに、県内 会場で「暮らし再建・なりわい再生プロジ

ェクト」事業（地域住民交流）を継続実施。

② 地区連絡協議会開催と「災害支援協定」締結

被災地区の組合連絡協議会を開催するとともに、組合の住民周知や社会貢献活動の一環

として、各地区連絡協議会と行政との間で、「大規模災害時支援協定」締結。

（沿岸部 の市町村、盛岡市及び岩手県知事と締結）

３ 平成 年度

① 被災地生衛業者経営課題調査

被災地の調査個所を カ所に分け、宮古・山田地区、釜石・大槌地区、大船渡・陸前高

田地区の各 事業者、計 事業者の経営課題についてアンケートやヒヤリングにより

調査。

② 被災地生衛業者マップの作成

被災地域において営業再開した生衛業者への支援を目的に地域毎の生衛業者マップを

作成し、地域住民への配布を行う。 現在、マップ制作中

③ 地区連絡協議会開催

日本政策金融公庫、保健所等と連携のもと、被災地区の組合連絡協議会を引き続き開催。

－ 20 －
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平成 年度県指導センターの主な復興支援事業概要

１ 被災地へのお弁当支援事業

県指導センター主導のもと、内陸部の仕出し業者が沿岸部避難所等へ災害救助法に基づ

く避難所及び幼・小中高校への食事支援に取組み、 月から 月までの間、約 万食を

提供した。岩手県と連携のもと、各地生活衛生同業組合連絡協議会が活動の中心になった。

生活衛生同業組合盛岡地区連絡協議会の山田町夕食弁当への取り組み

効果検証

① 被災市町村及び避難所の数が多かったが、県が窓口となり市町村の必要数量を取り

まとめていただいたので、事業を円滑に行うことができた。

② 沿岸部の仕出し弁当事業者の多くが被災したため、内陸部の事業者が連携して取り

組んだことにより、生活衛生同業組合員としての一体感が強まった。

課 題

① 避難所毎のとりまとめが困難なことなどの理由により、一部の市町村で、お弁当支

援事業ができなかったのは残念である。

② 内陸部から沿岸部まで、片道約 ｋｍ以上、避難所への配達まで 時間から

時間程度の時間を要し、また、避難所の衛生環境も良好とは言えず、常に食中毒事敀が

心配であった。結果的に食中毒事敀は起きず、一安心でした。

被災事業者と連携した被災者及び被災組合員支援事業

県指導センター主導のもと、各生活衛生同業組合の協力を得て、各地の被災地生衛事業

者が中心となり、すし・中華料理・飲食・料理業組合等の飲食系組合の炊き出しや、興行組

合の移動映画上映会、社交事業組合のカラオケバス事業、理容・美容組合のマッサージの提

供、行政の被災者相談支援・保健所の健康・栄養相談窓口を併設し、被災地支援を通じた被

災事業者支援活動を行った。

年度は、 月から 月までの間、野田村・山田町・宮古市田老地区・一関市千厩地

区の 市町村で実施した。

参加者 名、スタッフ 名 うち被災者 名 、行政関係者 名
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効果検証

① 仮設住宅入居者は、被災地域毎の入居になっていないため、イベント会場がバラバ

ラになった各部落の人たちの再会・交流の場となった。

② 『珍しくお腹を抱えて笑った』、『半年振りのカラオケは楽しかった』、『震災後初め

てにぎり寿司を食べた。』という声や、炊き出しを待つ間の、被災住民同士の交流、

理容・美容組合の頭・肩・手のひらマッサージ、そして保健所等の栄養相談や健康相

談コーナーも盛況だった。

仮設店舗入居支援事業・・・県指導センターとして関係生活衛生同業組合を支援

① 仮設店舗設置情報の提供・・・中小企業基盤整備機構が進める仮設店舗情報を収

集し、各生活衛生同業組合や被災地区の組合員に情報提供を行った。

② 各生活衛生同業組合と連携して、国の予算獲得支援を行うなど、仮設店舗入居の際

の設備機器設置の間接支援を行った。

課題

① 仮設店舗の申込から完成まで、あまりにも時間がかかりすぎる。

② 仮設商店街の性格上、飲食店だけの仮設店舗も必要と思われる。

③ 生衛業者の仮設店舗を、設備機器を含めて建設し、まちづくり計画が完成するまで

の間、生衛事業者に貸付するなどの制度が被災地復興には必要であると思われる。

４ 各生活衛生同業組合の厚生労働省補助金申請事務等支援

岩手県では、指導センターが中心となり、国の補助金交付申請説明会を開催し、直接指

導を行うとともに、事業実施にあたっても、指導センターが窓口となり、各組合が協働で

事業実施するなどの方法を取り、被災組合員支援活動を効果的に行った。

課題

① 各組合は、これまで国庫補助金の申請や事業実施経験がなく、また組合事務局も弱

体化している中での補助金申請や事業執行は、指導・助言機関がないと、困難である。

② 各組合は、国庫補助金受給も初めてなら、事業執行や完了報告など初めてのことば

かりである。県指導センターなどのきめ細かな支援が必要と思われる。
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平成 年度県指導センターの主な復興支援事業概要

１ 被災生衛業者・被災地域復興支援事業

県指導センターは、各生活衛生同業組合の協力を得て、被災生衛業者が中心となり、行

政機関や小中学校と連携した『暮らし再建・なりわい再生プロジェクト』事業を 月か

ら 月までの間、 か所で実施し、参加者やスタッフ 名が参加した。テーマは、

③ 生活衛生営業者の技の展開による『子供たちに夢と希望を』の取組み

④ 生活衛生営業者の特性を活かした聞き上手による『孤立・孤独防止』の取組み

⑤ 住民の交流促進による『地域コミュニテイ再生支援』

期日 場 所 事業内容 対象者 参加者

野田村総合センター等 体験学習他 放課後児童クラブ児童他 名

山田町立船越小学校 体験学習他 生徒・地域住民 名

普代村自然休養村管理センター ふれあい交流 親子・地域住民 名

宮古市津軽石小学校 ふれあい交流 親子・地域住民 名

田野畑村アズビィホール周辺 ふれあい交流 親子・地域住民 名

山田町コミュニティセンター他 ふれあい交流 親子・地域住民 名

大船渡市立第一中学校 体験学習他 年生・地域住民 名

釜石市立大平中学校 体験学習 年生 名

① すし業生活衛生同業組合・・・反響の大きさにびっくり。子供たちが難しい作業に一

生懸命取り組む姿を見て私たちも元気をいただきました。笑顔が素敵でした。

② 中華料理生活衛生同業組合・・・どの会場でも、子供たちの目が輝いていて、中華鍋

を振るたびに掛け声をかけていただき思わず力が入ったことを記憶しています。

③ 社交事業生活衛生同業組合・・・沿岸部被災者だけではなく、内陸部で避難生活を行

っている方も被災者支援センターと連携して実施し楽しんでいただいた。
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④ 飲食業生活衛生同業組合・・・中学校の料理体験では、サンマの街、沿岸部にふさわ

しいサンマつみれ汁を生徒さんに作っていただき、仮設の皆様に食べていただいた。

⑤ 料理業生活衛生同業組合・・・大船渡第一中学校生徒を対象に、料理作り体験授業指

導を行いました。料理が好きという男子生徒の生き生きとした姿が印象的でした。

⑥ 理容生活衛生同業組合・・・頭・肩のマッサージ指導を行いましたが、家族や仮設住

宅の方が、『すごい！』と言ってくれたので嬉しかったとの言葉がありました。

⑦ 美容業生活衛生同業組合・・・地元の美容師がマッサージを行ったので、子供達にも

大人の人たちにも喜んでいただくとともに元気をいただきました。子供たちが、家族や

周りの人たちにマッサージをしてあげるといった言葉が印象的です。

⑧ 興行生活衛生同業組合・・・「久しぶりの映画でうれしかった。感動した。」「映画を

見たのは初めてでした。楽しかったです。」「また映画上映会をやってほしい」との多く

の声をいただきました。いい映画を見て元気になってほしいですね。
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⑨ 学校以外のイベント会場では、保健所や市町村あるいは栄養士会のご協力をいただい

て健康相談・栄養相談会を開催した。保健師さんや栄養士さんなどからは、映画やマッ

サージ、子供たちの作った海苔太巻きを孫たちと一緒にいただけるとの理由から、気軽

に参加し健康相談・栄養相談に乗っていただけたのが嬉しい

また、孤独・孤立防止の意味からも、このような機会をこれからも作ってほしいと思

うし、今後とも連携して取り組んでいきたいとの声が寄せられました。

被災地での生活衛生同業組合連絡協議会開催事業と行政との災害支援協定の締結

被災地の各生活衛生同業組合を統合した形で研修会や相談会を行うことにより、組合員減

尐を最小限に留め、被災地営業者の衛生水準の向上ときめ細かな支援に努めた。

また、生活衛生同業組合の社会貢献活動の一環としての「行政との大規模災害時支援協定」

締結に取り組み、沿岸部全市町村、盛岡市及び岩手県と締結した。

平成 年度生活衛生同業組合連絡協議会活動実績

開催日時 開催地区 出席者 会 議 内 容

月 日 二戸 名 設立総会・会長選出、生活衛生講習、災害支援協定の取組み

月 日 宮古・山田 名 震災復興事業について、生活衛生講習、公庫融資について

月 日 遠野 名 衛生管理、ゲートキーパー講習、災害支援協定と組合の役割

月 日 釜石・大槌 名 環境衛生講習・ゲートキーパー講習、災害支援協定

月 日 盛岡 名 災害支援協定と組合の役割、消費者苦情対応処理、公庫融資

月 日 宮古・山田 名 生活衛生と感染症予防、消費者からの苦情対応、公庫融資

月 日 北上 名 生活衛生講習、苦情対応・日本政策金融公庫融資について

月 日 一関東磐井 名 ① 生活衛生講習、消費者からの苦情、公庫融資について

８回実施 名

効果検証

① 平成 年 月から平成 年 月までの新規組合加入者が７８名あった。

② 沿岸部 市町村での災害支援協定が多くのマスコミ報道がなされたことにより、組

合員のみならず、多くの住民にも生活衛生同業組合の取り組みが理解された。

③ 災害支援協定を締結したことにより、組合員から、地域を支える生活衛生同業組合員

であることに、誇りを感じるとの言葉も寄せられていること。

④ 災害時支援協定の意義を組合員に説明し、社会貢献活動であることの理解を深めた。

⑤ 連絡協議会は、支部員の尐ない組合の研修や組合員間の交流にも効果があった。

⑥ 連絡協議会研修会では、保健所長等の講演により情報の共有が図られた。

⑦ 日本政策金融公庫職員による講演会と交流の機会を多く持った。
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９ 沿岸部市町村、盛岡市及び岩手県との災害支援協定締結式

大規模災害時支援協定の協力の内容について

・ 宿泊施設を避難所として提供・・・旅館ホテルの全室とではなく、提供可能な部屋数

及び人員でも可とした。提供した者に対する宿泊、入浴、食事の提供

・ 食材の提供、炊き出し及び弁当の提供

・ 一般公衆浴場への入浴

・ 避難所で使用毛布等のクリーニング

・ 興行生衛組合においては、一時避難所あるいは一時資材保管所など

・ 避難所生活者等に対する、理容及び美容等の専門的技術の提供

・ 災害時に人的に余力がある営業者等は、災害支援事業者に労力の支援を行う

・ 災害発生時におけるボランティアとしての労力の提供
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Ⅲ 国の生活衛生営業対策事業費補助金等の活用

岩手県では、指導センターが中心となり、国の補助金交付申請説明会等を開催し、直接

指導を行うとともに、事業実施にあたっては、指導センターが窓口となり、各組合と連携

して事業を実施ことにより、被災組合員支援を通じた被災地支援活動を効果的に行った。

① 平成 年 月 日

各組合に対して東日本大震災復興支援資金作り、特に、国庫補助事業への事業計画書の

作り方について説明会と個別相談会を開催した。

② 平成 年 月 日

各組合に対して上記国庫補助金内示の時期が迫っていたので、今後の補助金申請方法の

説明や連携事業の進め方について説明を行った。

③ 平成 年 月 日

各組合に対して、国庫補助事業実績報告書作りや成果報告書作り、今年度事業の検証結

果と効果、課題についての説明会や個別相談会を開催した。

平成 年度厚生労働省生活衛生関係営業対策事業費補助金 震災関係 岩手県関係

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 岩手県中華料理生活衛

生同業組合

被災組合員支援事業 〇被害が甚大な沿岸部地域を中心に、調理器具・食材等を持ち込み、

現地の被災組合員を中心に炊出しを行うことにより、被災営業者の

自立復興への意欲を促進する

２ 岩手県社交事業生活衛

生同業組合

「カラオケバス」によ

る仮設住宅・避難所等

巡回事業

○マイクロバスにカラオケ設備を装備した｢カラオケバス｣で仮設

住宅街や避難所を訪問し、被災者に｢歌う場｣を提供し、避難生活等

のストレスを発散してもらい被災者の心身的健康増進を図る

３ 岩手県理容生活衛生同

業組合

理容組合被災者復興支

援事業

○被災理容師に対する物資の供給、理容ボランティアの実施、訪問

理容の促進、仮設店舗支援等を通じて、理容業者の自立復興、地域

再生を支援する

４ 岩手県美容業生活衛生

同業組合

東日本大震災復興支援

事業

○被災組合員の相談支援、訪問美容キット配布による営業支援、仮

設店舗入居支援等を通じて、美容業者の自立復興・地域再生を支援

する

５ 岩手県飲食業生活衛生

同業組合

被災組合員支援事業 ○被災組合員の相談対応、被災組合員による弁当配食事業支援、被

災地における炊き出し等により、被災組合員の自立復興及び被災地

域の復興支援を行う

６ 岩手県すし業生活衛生

同業組合

被災組合員支援事業 ○被災組合員に対する相談対応、復興支援イベントの開催、被災地

における炊き出しの実施、宅配・仕出しサービスの展開等により、

被災組合員の自立復興及び被災地の復興支援を図る

岩手県料理業生活衛生

同業組合

平成 年度東日本大

震災組合支援事業

○被災営業者に対する相談対応、被災事業者による炊き出しの実施

により、被災組合員の自立復興、被災地域の復興支援を図る
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平成 年度 全国センター・連合会関係の岩手県関連事業

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 全国理容業生活衛生同

業組合連合会

東日本大震災被災地に

おいて生活衛生関係営

業による地域の再生に

資する事業

〇被災理容師に訪問理容キット セット を配布し、被災理容

師の自立復興支援を行う

○仮設店舗を活用した仮設理容店を運営し、被災理容師の自立復興

支援を行う

２ 全国クリーニング生活

衛生同業組合連合会

被災地復興支援クリー

ニング工場設置事業

○被災クリーニング事業者が共同で利用できる復興支援クリーニ

ング工場を設置し、被災クリーニング事業者の自立復興支援を行う

３ 全国公衆浴場業生活衛

生同業組合連合会

被災者元気回復支援事

業

○被災地の公衆浴場を無料開放し、被災地における被災者の入浴ニ

ーズに対応し、復興に向けた元気支援を行う

４ 全国飲食業生活衛生同

業組合連合会

調理器具支援物資の配

付による自立復興支援

事業

○営業再開を希望する飲食店業者 件に包丁・まな板・消毒液

等の調理機材セットを配布し、被災飲食店業者の自立復興支援を行

う

５ 財 全国生活衛生営業指

導センター

経営安定化事業 ○被災地における生衛業に関する相談窓口の拡充等、再建支援を都

道府県指導センターを通じて行う

６ 全国興行生活衛生同業

組合連合会

３．１１被災者支援

ＴＨＥ ＭＯＶＩＥ

○被災地組合と連携し、被災地における体育館・ホール・避難所等

における移動映画上映を通じ、被災者のメンタルケアを促進する

① 平成 年 月 日

各組合に対して平成 年度の県指導センターの復興支援事業計画についての説明と

今年度補助金申請にあたっての留意事項を説明した。

② 平成 年 月 日

今年度の国の復興支援事業の事業計画書提出の際の方針が示されたので、今年度の岩

手県の復興支援事業のテーマ『子供達に夢と希望を』『孤立・孤独防止』『地域コミュニ

ティ再生支援』を掲げて取り組むよう説明した。

③ 平成 年 月 日

補助金内示を受けて、補助金交付申請の仕方、今年度各組合連携事業計画等について

説明や個別指導を行った。

平成 年度厚生労働省生活衛生関係営業対策事業費補助金 震災関係 岩手県関係

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 岩手県理容生活衛生同

業組合

理容組合被災者復興支

援事業

○被災組合員の復興を支援するため、被災地相談員の設置や、被災

地理容店掲載チラシを作成配布する

○被災地の小中学生を対象に理容業出前授業を開催し夢と希望を

与える

○被災地の憩いの場となる「憩いの場理容店」をモデル的に開設

２ 岩手県美容業生活衛生

同業組合

東日本大震災被災者復

興事業

○被災組合員の復興を支援するため被災地相談員を設置

○被災地の小中学生を対象に美容業出前授業を開催し夢と希望を
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与える

○他の生衛組合と連携した復興イベントに参加し、孤立防止や地域

再生支援を行なう

３ 岩手県興行生活衛生同

業組合

映画でよみがえれ。「コ

ミュニティ」

○他の生衛組合と連携した復興イベントに参加し、映画上映会を開

催することで孤立防止や地域再生支援を行なう

○小規模地域の孤立防止・地域コミュニティの再生支援として出前

映画上映会を実施する

○被災地の小中学生を対象に出前授業を開催し夢と希望を与える

４ 岩手県食肉生活衛生同

業組合

被災地生活者に「お肉

が近づいて行く、安心

なお肉」事業

○組合で冷蔵・冷凍機器の購入や冷蔵車両を借り上げ、組合支部に

貸し出すことで、組合員の衛生設備の充実、地域イベントへの参加、

地域コミュニティへの安全・安心な食肉の提供を行う

５ 岩手県飲食業生活衛生

同業組合

スマイルアゲイン 笑

顔プロジェクト

○被災地の子供達の心の傷を癒し、夢や希望を与えるため、体験学

習・調理実習・意見交換を行う

○テントを購入し仮設店舗等に置き、被災地住民の憩いの場として

活用する

○被災組合員の自立再建とサービス向上に向け、軽ワゴン車を借り

上げ、支部間で共同使用することにより、営業支援・営業再開に活

用する

６ 岩手県すし業生活衛生

同業組合

被災組合員支援事業 ○子供達に出前授業を通じて、三陸の海の幸を使った「岩手復興絆

すし」を体験・試食することで、夢と希望を与える

○津波被害が甚大な４地区に年３回、被災事業者へのヒアリングを

実施し、自立再建に向けた支援を行なう

７ 岩手県中華料理生活衛

生同業組合

被災者支援事業 〇被災地の子供達や地域住民を対象に、被災地の学校や地域集会場

で調理体験や意見交換を行うことで、立ち直るきっかけにしてもら

う

○他の生衛組合と連携した復興イベントに参加し、食事提供を行う

ことで孤立防止や地域再生支援を行なう

８ 岩手県社交事業生活衛

生同業組合

「カラオケバス・生演

奏」による被災者支援

事業

○カラオケ設備を装備したカラオケバスで仮設住宅街や避難所を

訪問し、被災者に｢歌う場｣を提供し、避難生活等のストレスを発散

してもらい被災者の心身的健康増進を図る

○内陸部のみなし仮設住宅の被災者を対象に、生演奏によるコンサ

ートを開催することで、孤立・孤独防止、地域再生に寄与する

９ 岩手県料理業生活衛生

同業組合

東日本大震災組合支援

事業

○他の生衛組合と連携した復興イベントに参加し、飲食提供を行う

ことで地域の触れ合いが深まる場を提供する

○被災営業者の現状調査を行い、被災地支援に取り組む

○被災地の小中学生を対象に出前授業を開催し、調理を教授するこ

とで、出来上がりの料理を近隣住民に試食してもらう
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平成 年度 全国センター・連合会関係の岩手県関連事業

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 財 全国生活衛生営業指

導センター

経営安定化事業 ○被災地における生衛業者を支援する都道府県指導センターが行

う、復興・自立・経営安定化支援、地域の再生・活性化に関する取

組活動を支援する。

○被災生衛業者に係る経営実態調査を実施し、調査結果を公表す

る。

２ 全国クリーニング生活

衛生同業組合連合会

被災地復興支援仮設ク

リーニング工場設置事

業 継続分

○被災クリーニング事業者が共同で利用できる復興支援クリーニ

ング工場を設置し、被災クリーニング事業者の自立復興支援を行う

３ 全国食肉生活衛生同業

組合連合会

東日本大震災被災地復

興支援対策事業

○食肉の安全性・衛生管理等の正しい知識・情報を、事業者及び消

費者において共有するため、店頭において活用する情報ツールの作

成・配布を行う。

 
① 平成 年 月 日

各組合に対して平成 年度事業実施結果と今年度の厚生労働省事業の概要等につい

て説明をした。

② 平成 年 月 日

今年度の国の復興支援事業の事業計画書提出の際の方針が示されたので、各組合に対

して平成 年度の県指導センターの復興支援事業計画についての説明と今年度補助金

申請にあたっての留意事項を説明した。

③ 平成 年 月 日 
国庫補助金内示が 月下旬に予定されていることから、内示後の補助金申請や今年度

各組合連携事業予定等について説明した。

平成 年度厚生労働省生活衛生関係営業対策事業費補助金 震災関係 岩手県関係

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 岩手県理容生活衛生同

業組合

岩手県理容組合被災

地・被災理容師復興支

援事業

○被災組合員の復興を支援するため、経営相談会の開催、被災地相

談員の設置、被災地理容店掲載チラシを配布する

○被災理容師を対象に技術講習会を開催し、技術向上、新たなメニ

ュー展開により、被災理容店の増収、増客を図る

○被災地の憩いの場となる「憩いの場理容店」を 店設置する

２ 岩手県美容業生活衛生

同業組合

被災営業者復興支援事

業

○被災組合員の復興を支援するため、被災地相談員を設置、被災地

美容店掲載チラシを配布する

○被災地において最新の美容技術講習会及び衛生講習会を開催し、

経営改善と魅力ある美容室づくりを行う

３ 岩手県食肉生活衛生同

業組合

被災地生活者に「お肉

が近づいて行く、安心

○組合で冷蔵車両、冷蔵・冷凍ケース、メートスライサーを組合支

部に貸し出し、衛生設備や輸送設備を完備し、組合員の経営支援を
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なお肉」ＰＡＲＴ２ 行なうとともに、地域コミュニティへの安全・安全・安心な食肉の

提供を行う

４ 岩手県飲食業生活衛生

同業組合

被災組合員支援事業 ○業務用軽ワゴン車を共同利用し、組合員の自立再建に向けた支援

を行なう

○被災地で組合加入者証ステッカーを作成し、掲示することによっ

て消費者に安心・安全な店をアピールし営業支援を行なう

○復興マップを作成し営業再開を広報する

○被災地相談員を配置し、自立再建に向けた支援を行なう

５ 岩手県すし業生活衛生

同業組合

被災営業者支援事業 ○被災地相談員を配置し、情報交換会の定期的な開催により、自立

再建に向けた支援を行なう

６ 岩手県社交事業生活衛

生同業組合

岩手県社交業生活衛生

同業組合被災組合員復

興支援事業

○釜石、大槌において経営相談会、無料法律相談会を開催し、被災

組合員の自立再建に向けた支援を行なう

○組合員章を配布し、掲示することによって消費者に安心・安全な

店をアピールし営業支援を行なう

７ 岩手県料理業生活衛生

同業組合

平成 年度東日本大

震災組合支援事業

○被災地相談員を配置し、自立再建に向けた支援を行なう

平成 年度 全国センター・連合会関係の岩手県関連事業

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 財 全国生活衛生営業指

導センター

経営安定化事業 震災 ○被災地３県指導センターとの連携による被災地生衛業者支援事

業 相談会の開催、復興支援策等の情報提供 の展開

○被災３県における公開シンポジウムの開催。シンポジウムを開催

し、被災地生衛業者の現状の経営課題とその背景、営業再開できな

い理由等を把握する

２ 全国クリーニング生活

衛生同業組合連合会

被災クリーニング事業

者への集配車両無償貸

与事業 継続

○被災クリーニング事業者の営業活動継続のため、集配用営業車両

を無償貸与する

 
平成 年度岩手県共同募金会助成金 生活・交流支援活動助成

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 岩手県すし業生活衛生

同業組合

被災地における住民交

流事業

○被災地の仮設住宅等に出向き、にぎり寿司やちらし寿司を提供す

ると共に住民同士の交流や心と体の健康維持を支援する

○子供達に出前授業を通じて、お寿司を作りを体験してもらい、子

供達と地域住民との交流促進と、将来の夢と希望の醸成を図る

２ 岩手県中華料理生活衛

生同業組合

被災地における住民交

流事業

〇被災地域住民と子供達に食を通じて将来の夢と希望を提供する

○他の組合と連携して被災地住民との住民交流事業を行う

３ 岩手県社交事業生活衛

生同業組合

被災地における住民交

流事業

○被災者を対象に、コンサート等を開催することで、孤立・孤独防

止、地域再生に寄与する
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① 平成 年 月 日

各組合に対して平成 年度事業実施結果と今年度の厚生労働省事業の概要等に

ついて説明をした。

② 平成 年 月 日

今年度の国の復興支援事業の事業計画書提出の際の方針が示されたので、各組合

に対して平成 年度の県指導センターの復興支援事業計画についての説明と今年度

補助金申請にあたっての留意事項を説明した。

③ 平成 年 月 日

国庫補助金内示が７月１日にあったことから、内示後の補助金申請や今年度各

組合連携事業予定等について説明した。

平成 年度厚生労働省生活衛生関係営業対策事業費補助金 震災関係 岩手県関係

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 岩手県理容生活衛生同

業組合

被災地復興・被災理容

師自立再建支援事業

１ 被災地域理容店のチラシ作成（ 枚）

２ 経営相談会、個別相談会開催

３ 被災地５支部に各１名、被災地相談員を配置し、情報提供・相

談対応を強化

４ 「憩いの店理容店」 店設置

５ 「仮設店舗と住民の距離を縮める方策」の見出し

２ 岩手県中華料理生活衛

生同業組合

被災地復興・被災組員

自立再建支援事業

１ 被災地域中華料理店のマップ作成（ 枚）

２「仮設店舗と住民の距離を縮める方策」の見出し

３ 岩手県食肉生活衛生同

業組合

被災地復興・被災組合

員自立再建支援事業

～あなたの身近に「食

肉マルシェ！」～

１ 被災地３支部に対し支援要望等の被災地再生支援会議を実施

２ 被災地３支部への冷蔵車両、惣菜調理機、食肉調理機の貸し

出し

３ 支部が参加する復興活動支援

４ 岩手県飲食業生活衛生

同業組合

被災地復興・被災組員

自立再建支援事業

１ 軽ワゴン車の共同利用による安全安心な飲食提供

２ 被災６支部に各１名、相談員を配置し、情報提供・相談対応を

強化

３ 復興支援 ﾃｯｼｭの配置による衛生面等周知

４ さんまバーガーの共同普及販売による復興支援

５ 岩手県すし業生活衛生

同業組合

被災地復興・被災組員

自立再建支援事業

１ 沿岸 地区に 名、内陸部に 名の被災地相談員を配置し、

情報提供・相談対応を強化

２ 被災地域の課題・ニーズ把握のため、情報交換会を実施（ 回）

３ を作成し、「復興支援絆すし雅」を発信

６ 岩手県社交事業生活衛

生同業組合

被災地復興・被災組員

自立再建支援事業

１ 被災２支部に各１名、経営相談員を設置し、情報提供・相談対

応を強化

２ 経営・融資・法務等に関する相談会開催（ 回）
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３ 「仮設店舗と住民の距離を縮める方策」の見出し

４ 安全安心ステッカー設置による衛生水準等アピール

７ 岩手県料理業生活衛生

同業組合

被災地復興・被災組員

自立再建支援事業

１ 大船渡支部に（組合員の中から）被災地相談員を設置し、事業

者への訪問支援活動

２ 被災地域の課題・ニーズ把握のため、情報交換会を実施（ 回）

３ 被災地相談員の活動報告から課題等分析と全国団体等への要

望、 作成による情報発信

 
 

平成 年度厚生労働省生活衛生関係営業対策事業費補助金

地域活性化連携事業関係 岩手県関係

事業計画者名 事業名 事業概要

１ 岩手県理容生活衛生同

業組合

生活衛生サービスの高

齢社会アプローチ事業

１ 企画検討会議の開催

２ モデル事業の実施

３ ホームページの設置

 
 
 
平成 年度岩手県共同募金会助成金 生活・交流支援活動助成

事業計画者名 事業名 事業概要

岩手県中華料理生活衛

生同業組合

被災地における住民交

流事業

〇被災地域住民と子供達に食を通じて将来の夢と希望を提供する

○他の組合と連携して被災地住民との住民交流事業を行う
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Ⅴ 「仮設店舗と住民の距離を縮める方策」調査結果

報告書（概要版）

Ⅰ 背景

1 東日本大震災における被災状況・営業状況調査結果から（抜粋） 
被災組合員及び組合別・地域別の営業状況（平成 年 月 日現在）

（ ） 被災組合員の営業状況

被災組合員の平成 年 月末現在の営業状況は、「現地で再開」が 人（全体の ％）、「仮設

店舗で再開」が 人（全体の１ ％）、「その他の場所で再開」が 人（全体の ％）、「休業中

（再開の意思あり）」が 人（全体の ％）、「廃業」が 人（全体の ％）、「営業継続」が 人

（全体の ％）、「不明」が 人（全体の ％）となっている。

（ ） 地域別の営業状況

現地で再

開

２仮設店舗

で再開

３その他の場

所で再開

４休業中（再

開意思あり）
５廃業 ６営業継続 ７不明 組合員数

久慈地区

宮古地区

釜石地区

気仙地区

合 計

※釜石地区が、仮設店舗で再開者が一番多い。 
 
 

2 被災地生衛業者シンポジウム（平成 年 月 日、宮古市で開催）から（抜粋） 
全国指導センターでは、岩手県・福島県において被災地生衛業者と有識者によるシンポジウ 

ムを開催し、震災後 3 年を経過した被災地生衛業の現状と課題について、その実態把握に努め 
た。 
(1) 復興に向けて生衛組合を中心に被災地生衛業者が取り組むべきこと 

① 業界団体としての意見集約・要望活動の展開 
② 情報提供の強化・情報提供方法の見直し 
③ 店舗と住民の距離を縮める取り組み

今回のシンポジウムでは、仮設店舗と仮設住宅の立地の問題が指摘された。 
生衛組合が連携し、仮設住宅から仮設店舗へ来るための交通手段の確保などの取り組み 

を展開するなど、店舗と住民の距離を縮め、仮設営業者の経営の安定化を促進すべきであ 
る。 

④ 後継者の育成・新規開業事業者への支援 
 

－ －
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Ⅱ 調査の概要

1 目的：「仮設店舗と住民の距離を縮める方策」の検討資料とするため。 
 

2 実施組合：次の 3 組合とする。 
(1) 岩手県社交飲食業生活衛生同業組合 
(2) 岩手県中華料理生活衛生同業組合 
(3) 岩手県理容生活衛生同業組合 

 
3 実施概要 

 社交 中華 理容 備考

実施時期 月～ 月（ ケ月） 月～ 月（ ケ月） 月～ 月（ ケ月）  
実施場所 「はまゆり飲食店街」 「はまゆり飲食店街」 釜石市、大槌町  
日目標 人（ 店× 人） 人（ 店× 人） 人（ 店× 人）  

1 ケ月目標 ， 人調査依頼 人調査依頼 人調査依頼  
総目標 ， 人調査依頼 ， 人調査依頼 人調査依頼 ※調査目標数を回

収した時点で終了 
 

スケジュール
月中旬：関係者第一回打合せ

月 日：アンケート調査票、関係者へ送付

月 日：関係者第二回打合せ（山崎支部長）
釜石市役所、商工会議所へ実施する旨、情報提供

月 日：アンケート調査開始
※ご来店のお客様に、アンケート調査（別紙調査票）を実施

月～ 月：アンケート調査票集計事務

月下旬：アンケート調査の結果を報告書に掲載
必要に応じて、行政機関にも情報提供し復興に向けた施策への反映を要請

 
 

－ －
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Ⅲ 調査結果
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Ⅳ 調査結果の総括

「はまゆり飲食店街」の調査について

本アンケート調査は、釜石市の「はまゆり飲食店街」で仮設店舗営業をしている方々に利用者へのアン

ケート調査をお願いし、 千人を目標に実施したが、結果、 ， 人から回答をいただいた。

震災から 年目を迎えようとしている中で、かつ初めての調査を実施しましたが、今回の調査では、

来客者の多くが復興を支援する根強いファンなどの固定客であり、かつリピーターが多いことが明らか

になりました。従って、調査期間中に、同じお客様に数回アンケート調査を依頼することとなり、当初目

標を大きく下回ったところであります。

しかしながら、千人を超える方から回答をいただいたことは、本設再開に向けて頑張っている被災生衛

業者にとりましては大きな勇気をいただいたものと思っております。

調査にご協力いただいた「はまゆり飲食店街」ご利用の皆様には、この場をお借りし感謝申し上げます。

「はまゆり飲食店街」を利用するお客様の動向（アンケート調査結果から）

 約 割が男性客 男性（ ％）、女性（ ％）

 歳代から 歳代まで、ほぼ平均的に利用している。

歳未満（ ％）、 歳代（ ％）、 歳代（ ％）、 歳代（ ％）、 歳代（ ％）

 （釜石市内在住者）利用者の約 割が、鈴子町から松倉方面地区の方

大渡町から東前方面（ ％）、鈴子町から松倉方面（ ％）、嬉石町から唐丹方面（ ％）、

両石町から鵜住居方面（ ％）

 （釜石市内在住者）利用者の約 割が、仮設住宅に住んでいる方

震災前の自宅（借家含む）（ ％）、仮設住宅（ ％）、復興住宅（ ％）、その他（ ％）

 震災後は利用する「店が変わった」「利用しなくなった」理由の約 割が「店が遠くなった」

閉店した（ ％）、どこに移転したかわからない（ ％）、店が遠くなった（ ％）

 お店を利用する際の交通手段では、約 割が「自家用車」利用

公共交通機関（ ％）、自家用車（ ％）、タクシー（ ％）、自転車・徒歩（ ％）

 交通手段で関係機関などに要望したい事項

１位：バス関連（便数増、夜間運行増、運行時間延長、路線増） 件

位：運転代行関連（台数増など） 件

 利用者の約 割が「旧市街地の復興のメドがつくまで」存続を希望

永続的に残した方がいい（ ％）、旧市街地のメドがつくまでは残した方がいい（ ％）、

わからない（ ％）

 はまゆり飲食店街に望むこと

１位：営業時間の延長 件

位：バス関連 件
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「理容店」の調査について

本アンケート調査は、釜石市と大槌町で仮設店舗営業をしている方々に利用者へのアンケート調査をお

願いし、 人を目標に実施し、結果、 人から回答をいただいた。

震災から 年目を迎えようとしている中で、かつ初めての調査でもありましたが、当初目標の 割を超

える方から回答をいただいたことは、本設再開に向けて頑張っている被災生衛業者にとりましては大きな

勇気をいただいたものと思っております。

調査にご協力いただいた理容釜石支部組合員店ご利用の皆様には、この場をお借りし感謝申し上げます。

「理容店」を利用するお客様の動向（アンケート調査結果から）

 約 割が男性客 男性（ ％）、女性（ ％）

 約 割が 歳代の利用

歳未満（ ％）、 歳代（ ％）、 歳代（ ％）、 歳代（ ％）、 歳代（ ％）

 利用者の約 割が、震災前の自宅に住んでいる方

震災前の自宅（借家含む）（ ％）、仮設住宅（ ％）、復興住宅（ ％）、その他（ ％）

 利用者の約 割が、震災前と同じ店

同じ店（ ％）、お店が変わった（ ％）、あまり店を利用しなくなった（ ％）

 震災後は利用する「店が変わった」「利用しなくなった」理由の約 割が「閉店した」

閉店した（ ％）、どこに移転したかわからない（ ％）、店が遠くなった（ ％）

 お店を利用する際の交通手段では、約 割が「自家用車」利用

公共交通機関（ ％）、自家用車（ ％）、タクシー（ ％）、自転車・徒歩（ ％）

 交通手段で関係機関などに要望したい事項

１位：バス関連（便数増など） 件

位：タクシー関連（割引券など） 件
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○ 今後の展開について

・本アンケート調査は、平成 26 年 2 月 19 日開催の被災生衛業者シンポジウム（全国生活衛

生営業指導センター主催）において、有識者から「生衛組合が連携し、仮設住宅から仮設店

舗へ来るための交通手段の確保などの取り組みを展開するなど、店舗と住民の距離を縮め、

仮設営業者の経営の安定化を促進すべきである。」との提言が有り、今後、「仮設店舗と住民

の距離を縮める方策」の検討資料とするため実施したところである。 
 
・震災から 年を経過するも、被災生衛業者の経営状況は、土地区画整理事業の遅れや顧客

減少等により一層の厳しさが伺われる。

・本アンケート調査では、仮設店舗での営業を継続している「はまゆり飲食店街」、及び釜石

市・大槌町の理容店を利用するお客様の動向や要望事項等がわかった。

・また、要望事項等については、バスの便数増や運転代行の台数増、営業時間の延長など、被

災地での生活を続ける地域住民の生の声を聞くことができた。今後、本報告書を地元自治体

や商工会議所等へ情報提供し、今後の施策に活かしていただくことといたしたい。

・さらには、交通手段の確保等については、関係機関と連携し、シンポジウムを開催する等、

市民ニーズの機運向上に努めてまいりたい。
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